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検討概要

検討概要

津波避難を円滑・確実に行うため、防災関係機関が保有してい

る防災情報データ等の連携や北海道開発局における津波避難支

援のあり方について調査を行いました。津波避難に関するニーズ・

課題等を把握するために、太平洋沿岸の自治体にアンケート調査

等を行い、その結果を踏まえて、円滑な避難を支援するうえで必

要な情報発信・情報共有・情報収集のあり方等について検討しまし

た。
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背景

令和４年５月 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震特措法の改正

１．地震防災対策推進地域の指定

２．地震防災対策推進協議会を組織することができる

３．津波避難対策特別強化地域の指定

４．特別強化地域における特別の配慮 等

令和３年１２月 日本海溝・千島海溝周辺型地震の被害想定が公表

南海トラフ特措法と同程度の対策を強化することが必要

改正概要
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背景

4



背景
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背景

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震津波避難対策推進会議
（北海道、気象台、北海道開発局）

津波避難対策特別強化地域に指定された市町村の津波避難対策

緊急事業計画の策定等が円滑に進むよう、北海道開発局、北海道、

関係市町村及び関係機関が連携して、津波避難対策における課題

や得られた知見の情報共有等を行うことを目的とした会議を開催

会議設置の目的

令和4年11月09日 釧路・根室地方
令和4年11月10日 十勝地方
令和4年11月22日 渡島地方
令和4年11月30日 胆振・日高地方
令和5年05月24日 渡島地方

会議開催状況

令和5年05月25日 十勝地方
令和5年06月06日 胆振・日高地方
令和5年06月12日 釧路・根室地方
令和5年11月29日 全地域対象
令和6年04月25日 全地域対象 6



改めて検討概要

改めて検討概要

津波避難を円滑・確実に行うため、防災関係機関が保有してい

る防災情報データ等の連携や北海道開発局における津波避難支

援のあり方について調査を行いました。津波避難に関するニーズ・

課題等を把握するために、太平洋沿岸の自治体にアンケート調査

等を行い、その結果を踏まえて、円滑な津波避難を支援するうえ

で必要な情報発信・情報共有・情報収集のあり方等について検討し

ました。

（再掲）
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津波避難のタイムライン
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地震発生０ｈ 前ぶれなく発生（後発地震を除く）

大津波警報発表

33分後 釧路市街に最大波の第１波が到達（MAX10.3m）

36分後 浜中町市街に最大波の第１波が到達（MAX8.8m）

30分後 えりも町市街に第１波が到達（MAX19.3m）

43分後 苫小牧市街に最大波の第１波が到達（MAX8.9m）

６１分後 室蘭市街（室蘭港側）に第１波が到達（MAX5.4m）

27分後 函館市（恵山）に最大波の第１波が到達（MAX5.2m）

６5分後 函館市街（函館港側）に最大波の第１波が到達（MAX7.1m）

3分後

避難時間
約30～60分

緊急避難
フェーズ

津波概要の出典：北海道太平洋沿岸における津波浸水想定の公表について（令和3年7月19日）



自治体アンケート結果（津波避難特別強化地域３９市町）
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自治体 住民
Q：現時点で運用している、地域住民への避
難情報等の情報発信方法



自治体アンケート結果（津波避難特別強化地域３９市町）
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自治体 住民Q：情報発信について課題と考えている事項

・季節・天候等により防災行政無線が届きにくい地区がある

・メールサービス等の通知サービス登録者数の伸び悩み

・観光客、来訪者など地域精通度が低い人への対応

・情報弱者への情報発信方法



自治体アンケート結果（津波避難特別強化地域３９市町）
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自治体 住民Q：地域住民への指定避難所の開設情報の
発信方法



自治体アンケート結果（津波避難特別強化地域３９市町）
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自治体 住民Q：津波発生時の二次避難に関する情報発
信及び誘導等についての課題

・観光客、来訪者など地域精通度が低い人への対応

・被災状況や、除雪状況等を踏まえた避難可能な経路の情報提供

・冬期は、避難場所から避難所へ移動しなければ低体温症となるので早期の移動が必要

・そもそも、二次避難計画を検討できていない



自治体アンケート結果（津波避難特別強化地域３９市町）
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？ 自治体Q：円滑・確実な二次避難を支援する上で、
入手・活用したい防災情報



自治体アンケート結果（津波避難特別強化地域３９市町）
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自宅等

指定緊急避難場所 指定避難所
（避難場所を兼ねる場合もある）

福祉避難所
管外のホテル・避難所等

避難タワー
高台等

自宅等

自宅避難



津波避難のタイムライン
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地震発生０ｈ

大津波警報発表

30分
～
60分

3分後
緊急避難
フェーズ

避難時間
約30～60分

津波の第１波到達

情報発信
（気象庁・自治体）

住民避難
（自助・共助）

指定避難場所への移動

福祉避難所への移動

傷病者の移送

12h

24h

36h

72h
など

避難後の、このフェーズであれ

ば、自治体への情報提供等で支

援ができるのではないか？

広域避難



自治体のニーズに対応するための検討
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●情報発信・共有方法の検討

本検討では、国が直轄で管理するインフラの状況を自治体等へ速やかに提供・共

有すること、自治体もエリアにとらわれず、網羅的に情報収集を行い、速やかに提

供・共有することを目的とした新たなシステムによる情報発信・共有方法を検討

した。

（1）解決すべき課題

自治体アンケート等の結果を踏まえると、既存システムの課題として以下が挙

げられる。

・ 開発局の防災情報共有システム（D-sys)が閲覧不可の場合（回線、PC環境）

・ 出先、現場など、執務室以外での情報閲覧

・ 広域災害への対応（地域毎の情報ニーズへの対応）

情報提供で支援できるのではないか？



自治体のニーズに対応するための検討
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（2）課題解決に向けた情報提供・共有手法の検討

既存の防災情報共有システム（D-sys)の活用を前提に、上記の課題解決を図る

ための情報提供・共有方法を以下の通り整理した。

①防災情報共有システム（D-sys)で提供されている情報を閲覧、共有する。

②開発局で閲覧している防災情報共有システム（D-sys)画面をZoomや

Teamsで画面共有する

③新たな情報共有システムにより補完

・ 防災情報共有システム（D-sys)よりも情報の質が劣る部分はあるが、様々な

対応を行っている関係者が、それぞれのニーズに基づき情報を収集することが

可能 （スマホでも情報共有できる）

採用



自治体のニーズに対応するための検討
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既存の情報共有システム

D-sys



自治体のニーズに対応するための検討

19

新たな情報共有システムの機能構成

D-sys

PC

スマホ



自治体のニーズに対応するための検討
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新たな情報共有システムのサイトマップ



自治体のニーズに対応するための検討
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新たな情報共有システムのモックアップ新たな情報共有システムのスマホモックアップ



自治体のニーズに対応するための検討

22

新たな情報共有システムのスマホモックアップ

発表一
覧

発表一覧



自治体のニーズに対応するための検討

23

新たな情報共有システムのスマホモックアップ



まとめ
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課題

空港・港湾

・新たなシステムを構築するには、企画・設計から実装までに多額の費用を要
する。また、ランニングコストにも多額の費用を要する。

・被災状況を把握するためのインフラ管理施設（カメラ等）も被災するため、
情報提供が困難な場合がある。

・「自治体職員も被災者」であることを鑑みて「情報提供」「情報共有」のみな
らず、防災関係機関が連携した直接支援も必要。

被災地航路啓開 道路啓開

被災地へ救助、物資、医療等を届けるベクトル

道路

被災地から移送、広域避難等で移動するベクトル 今回の検討



参考
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